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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

6-2．危機管理型⽔位計に関する情報提供
【茨城県】
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6-3．取組の促進に関する情報提供
・⽔害からの⾼齢者の避難⾏動の理解促進に向けた取組

・要配慮者利⽤施設の避難確保計画作成推進に向けた取組
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水害からの高齢者の避難行動の理解促進に向けた取組について

「水害からの高齢者の避難行動の理解促進に向けた取組について」（平成31年3月7日）によ
り、大規模氾濫減災協議会において構成市町村等と連携して以下の取組の実施依頼あり

取組内容

① 市町村の防災部局だけでなく高齢者福祉部局についても、協議会への参加や

防災部局から当該協議会に関する情報提供を受けるなどにより情報共有を実施

② 地域包括支援センターにハザードマップの掲示や避難訓練のお知らせ等の

防災関連のパンフレット等を設置

③ 協議会毎に地域包括支援センター・ケアマネジャーと連携した水害からの高齢者の

避難行動の理解促進に向けた取組の実施およびその状況を共有

③の取組例

• 大規模氾濫減災協議会において、地域包括支援センター・ケアマネジャー等の

日常業務における防災に関する取組事例を共有する

• ケアマネジャーの職能団体の災害対応研修の場等を活用し、ケアマネジャーへ

ハザードマップ等を説明する

• 地域包括支援センターの住民向け講座等の機会を活用した最新の防災・減災施策の

説明や高齢者自身の災害・避難カードの作成に対する協力を行う 等

『「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画』では、
2019年出水期までに①、②と③を一例以上実施することとなっている
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要配慮者利用施設の避難確保計画作成推進の取組

水戸市は避難確保計画作成率97.0％（対象施設：67施設）となっており、全国的にも取組が
進んでいる。

〈独⾃のひな形を作成〉

〇市の特性に合わせたひな形を作成。予め防災体制確立基準（洪水予報等によるトリガー）等を記載。
〇説明会開催、戸別訪問を通じて避難確保計画の作成を支援。

国⼟交通省が公表している「要配慮者利⽤施設に係る避難確保計画作成の
⼿引き」を参考に計画作成のひな形を独⾃に作成
⽔⼾市内における避難勧告等の発令基準や、避難勧告等が発令された際の
施設における活動内容をあらかじめ⽰すことで施設の計画作成における負
担を軽減、理解を促進。

〈施設への個別対応〉ひな形構成
1.計画の⽬的
2.計画の適⽤範囲
3.情報収集及び伝達
4.避難誘導

5.避難に係る資器材等の整備
6.施設における⽔防体制、活動内容
7.地域との連携
8.関係機関との連絡体制
9.防災教育及び訓練の実施

ハザードマップ改訂時に
要配慮者利⽤施設の名称
を記載することについて
、施設を⼾別訪問して避
難確保計画作成の義務化
や最⼤規模の浸⽔想定の
意味を解説
提出期限までに計画が未
提出の施設や、説明会に
参加できなかった施設に
対して、市職員が⼾別訪
問して作成を依頼すると
ともに、再度の説明。⼾
別訪問時間は、1件あたり
約30分程度。

避難確保計画の作成状況
（平成30年3⽉末時点）

97％(65/67)
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6-4．避難勧告に関するガイドラインの改定
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避難勧告等に関するガイドラインの改定 ～警戒レベルの運用等について～
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避難勧告等に関するガイドラインの改定 ～警戒レベルの運用等について～
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